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　今年の記録的猛暑に限らず、地球規模での気候変動による影響が注目を集めています。
農業はそのなかでも大きく影響を受ける産業の一つです。
今回の創発メルマガは気候変動を先回りした攻めの農業の姿を提案しています。
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技術革新による求められる素養の変化

　アジア大会で日本選手の活躍が続いています。男子１００ｍでは、山縣選手が
ベストタイム９秒９２を誇る中国の蘇選手と、まさに手に汗を握る接戦を演じて
くれました。水泳でもメダルラッシュが続いています。日本のスポーツ選手は本
当に強くなりました。水泳などで日本選手が画面から消えてしまうようなことが
あったのは遠い昔のようです。

　日本のスポーツが強くなったのは１９９０年代前半頃からだと思います。ちょ
うど、Ｊリーグが設立された時代ですが、多くの種目で外国人コーチが招かれ指
導方法が刷新されました。外国人コーチの功績は二つのことを意味しています。
一つは、世界で実績を残した理論が日本のスポーツチームを強くしたということ
です。そしてもう一つは、それまでの日本の旧い指導方法が払拭されたというこ
とです。時代の変わり目には、優れた理論をいち早く取り入れ、反対を押し切っ
てでも時代遅れの理論を払拭することが必要です。

　同じことは仕事の現場でも言えます。大学を卒業してメーカーの設計部門に入
りました。大企業の中でアウトソーシングやＣＡＤの導入が進んだ時代です。そ
うした中、「自分で図面を描かないと良い設計者になれない」、と言う方がいま
した。１９９０年に日本総研に入社すると、分厚い統計書を引っ張り出して表や
グラフを作る仕事がたくさんありました。インターネットが普及するとそうした
表やグラフの多くはホームページが提供してくれるようになりました。そうした
中、「自分で表やグラフを作らないと良いコンサルタントになれない」、と言う
方がいました。

　親切心からのご助言ではありましたが、言われた通りにはなりませんでした。
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技術革新で設計者やコンサルタントに求められる素養が変わったからです。

　現状を振り返ると、ＩｏＴ、ＡＩなどで我々は何十年に一度の技術革新の時代
にいます。過去の経験に引きずられず、未来を向いた発言を心掛けることは、
我々世代の重要な役割と思います。
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限定機能小型ＥＶ（ＳＥＶ）という製品領域

　中国では独特のＥＶ製品領域が形成されつつある。日本メーカー製のＥＶといえ
ば、日産自動車の「リーフ」か三菱自動車の「ｉ－ＭｉＥＶ」が思い浮かぶ程度
で、絶対台数が少ないことから、ＥＶのなかでの製品カテゴリと呼べるものは今の
ところ存在しない。一方、世界最大のＥＶ大国の中国では、ＥＶでも多くの車種が
市場に出回っている。それらの製品をマッピングすると、特徴的な一群が浮かび上
がる。

　中国での新エネルギー車（ＥＶ、ＰＨＥＶ）の販売台数は２０１７年で７７．７
万台と、世界全体の過半を占める。２０１８年上半期も４０．７万台に達し、年末
１２月の販売量が増加する中国の市場慣行を考慮すると、通年での販売台数は１０
０万台を突破すると見込まれる。現在までに販売されているＥＶの車種ブランド
も、中小を含めると５０を超える数となっている。

　２０１７年の販売台数の上位１５車種を、電池のみでの航続距離と車長で位置を
定め、販売台数を円の大きさで表すバブルチャートを作成すると、下図のようにな
る。

　このチャートから、いくつかのＥＶ製品領域が浮かび上がる。（１）４，５００
ｍｍ×３５０ｋｍ前後、（２）３，５００ｍｍ×１７５ｋｍ前後、（３）２７５０ｍ
ｍ×１５０ｋｍ前後の３つだ。車両サイズとしては、領域（１）はＤセグメント、
領域（２）はＡセグメント、領域（３）はＡ００セグメントとなる。

　一般的に、車長が長いほど搭載する電池を大型化できるため航続距離も長くな
る。そのため、領域（１）と領域（２）はごく「自然」な状況といえる。現時点で
は（１）と（２）の間に空白の領域が生じているが、自動車の製品企画プロセスを
考慮すると、今後、空白を埋める製品の登場が想定される。

　「自然」ではないのが、領域（３）である。領域（２）よりも車両サイズが小さ
いにもかかわらず、同等の電池を装備している。この背景には、２つの理由がある
と思われる。１つ目は、何よりも補助金政策の影響だ。航続距離１５０ｋｍ未満の

http://www.jri.co.jp/page.jsp?id=25043


ＥＶには２０１７年から補助金が支給されなくなったため、車両サイズが小さくて
も大きめの電池を載せたというわけだ。

　ただし、この領域の製品が存在するのは、必ずしも制度によって規定されている
だけではないと考えられる。２つ目の理由として、ここに市場ニーズがあるのでは
ないかと思われる。言い換えると、このサイズの車両が、中国の自家用車ニーズに
応えるものになっているのではないかということである。

　中国では、現時点でも自家用車保有率は６～８世帯に１世帯程度と推定される。
そのため自家用車を初めて購入するという層もまだまだ多く（５０％弱と推定され
る）、一台目から大型で高価な車両を買うよりは、まずは小型で安価なほうがいい
というニーズが存在する。日本含め先進国の人々はＥＶにガソリン車の代替として
の役割を求めるのが通常だが、初めて自家用車を購入する場合は、従来使っていた
電動バイクの代替と捉える傾向もある。

　また、中国の都市構造として、都市部が特定地域に密集しているということも背
景にある。日本のように街区が緩慢に広がるのではなく、都市部とその周辺（草原
など）は明確に区別される。そのため都市内での移動は限定的な距離となり、大都
市でもせいぜい往復３０～４０ｋｍと推定される。とはいえ電池容量がギリギリで
は不安感を催すので、カタログ値で１５０ｋｍ（実質的には１００ｋｍ程度か）が
落としどころとなる。

　２０１３年に中国でＥＶが爆発的な普及を始めて以来、領域（３）の車両は存在
し続けてきた。代表例は、知豆ブランドのＤ１／Ｄ２だ。ただし外観・内装ともに
デザイン性に優れているとはいえないというのが業界での評価だった。しかし今
年、大手の一角である北京汽車系の北汽新能源が「ＬＩＴＥ」という車種の販売を
開始した。これは、主に２０～４０代の女性から支持を集めるかわいらしい外観を
持つ領域（３）の車両である。

　今後も、領域（３）の製品は生き残り続けるのではないだろうか。この領域は、
多くの機能を持たない、ひたすら都市内の短距離移動に特化した車両である。これ
まで先進国市場には存在しない中国発の製品領域となる。日本で軽自動車という独
特の製品群が支持を集めたように、中国でも限定機能の小型ＥＶ（ＳＥＶ，　Ｓｍ
ａｌｌ　ＥＶ）という領域が生まれつつあると見て取ることができよう。
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次世代農業の“芽”

第１１回　気候変動に先行した攻めの農業の姿

　農業は自然環境に支えられた営みである以上、気候変動への適応が不可欠であ
る。環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁により発行された
「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート２０１８　～日本の気候変動
とその影響～」によれば、日本の２１世紀末の年平均気温は全国的に上昇すると
予測されており、その幅はＲＣＰ２．６シナリオで０．５～１．７℃、ＲＣＰ
８．５シナリオで３．４～５．４℃と言われている。気候変動による農業への影
響は正負両面ある。気温や二酸化炭素濃度の上昇は、短期的には植物の光合成を
促進し、生長を加速させる要因となる。一方、近年は断続的な高温による生育障
害が顕在化しており、日照量や降雨量の変化による影響も後を絶たない。例え
ば、日本国内では、米では７～８月期の高温により白未熟粒（玄米の白濁）が多
発し、りんごやぶどう等の果樹でも着色不良・着色遅延、日焼け果等の影響が報
告されている。

　国内での気候変動対策としては、作物を起点とする検討が重点的に行われてい
る。高温耐性品種の開発や、潅水・防除技術の見直し、資材・薬剤の開発等、顕
在化した被害を抑えるための新たな栽培技術の確立に向けた動きが加速してい
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る。さらに、気候変動によって今後は土壌成分や微生物構成、病害虫の種類や発
生頻度にも影響が出ると言われており、今の日本には存在しない未知のリスクに
も向き合っていかなければならない。

　作物起点での検討が進む一方、忘れがちなのが「人」の問題である。実際の農
業現場を考えると、今年は各地で４０℃を超えるような記録的な猛暑が観測され
ており、熱中症をはじめとする農業者の健康面でのリスクも高まっている。将来
的には、そのような過酷な労働環境が広く一般化することも予想される。栽培技
術に関する検討に限らず、酷暑下での作業環境の改善や農業機械・ロボットによ
る作業の自動化等も視野に入れ、生産環境全体を適応させていくアプローチが求
められる。

日本総研では、これまで中国やベトナムにおいて「日本式農業（Ｍａｄｅ　ｗｉ
ｔｈ　Ｊａｐａｎ）」を提唱・支援してきた。「日本式農業」とは日本の高度な
農業技術を用いて、高付加価値な農産物を現地生産・現地販売し、現地の農業生
産の課題解決を図るとともに、バリューチェーンを通して付加価値の高い農業シ
ステムを構築するものである。近年では、日本のスマート農業技術に対する期待
も高まっており、日本総研でも日本式農業をベースに、ＡＳＥＡＮでのスマート
農業の普及やデータ駆動型の新たな農業システムの確立に向けた検討を始めてい
る。将来的にはスマート農機やロボットによる作業の自動化も見据えており、日
本国内での技術確立と並行して、海外の環境にも適用可能な仕様を検討していく
見通しだ。

　日本式農業の展開は、一見すると日本からの技術輸出の側面が大きい。しか
し、その恩恵は技術提供によって得られる利益に加えて、もうひとつある。日本
の品種や技術を土台としながら、海外の気候条件下で生産環境やバリューチェー
ン全体に跨る包括的な農業システムを構築する過程で、今の日本と異なる環境下
でも「儲かる農業」を成立させるために必要となる生きたノウハウを蓄積できる
点だ。今後、温暖地域で獲得したノウハウを日本に逆輸入すれば、今の日本には
ない気候変動リスクにもいち早く適応することができる。

　気候変動による農業分野への影響を長期的かつ正確に予測することは容易では
ない。未知のリスクに直面する可能性も高い。現段階では顕在化したリスクへの
対症療法に留まる事例がほとんどだが、将来的な課題を予測し、事態の発生に先
回りして手を打つことで新たな価値創出につながる。守りの対策のみならず、未
来を見据えた攻めの対策を打つことで、新たなビジネスチャンスが拡がってい
く。

この連載のバックナンバーはこちらよりご覧いただけます。

■最新の書籍
６０分でわかる！ ＥＶ革命＆自動運転 最前線 
［著者］次世代自動車ビジネス研究会／［監修］井上岳一（創発戦略センター）
株式会社 技術評論社　2018年7月7日発行

自動車業界の未来に大きな影響を与えるEV（電気自動車）、自動運転、コネク
テッドカーについて、そのしくみやビジネス事情について説明した入門書。
前提知識がなくともこれを読むだけで全体の流れがわかるように、構成・内容の
工夫をしました。

　　　このメールは創発戦略センターメールマガジンにご登録いただいた方、シンポジウム・セミナーなどにご参加
　　　いただきました方、また研究員と名刺交換した方に配信させていただいております。
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